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東日本大震災から15年半。福島県外最終処分に向けた「復興再生利用」が進んでいます
―福島の復興や日本の未来を考える「現地見学会」も開催―

2026年11月９日

東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故から、約15年半が経過しました。

福島県内では除染をはじめとする環境再生の取組が進んでいます。その一方で、除染に伴って生じた大量の土壌等が福島県内の中間貯蔵施設に保管されています。

福島県内の除染で発生した土壌のうち、約４分の３は、安全に活用できる土壌です。
この放射能濃度が基準値以下の土を「復興再生土」と呼び、復興再生土を公共事業等で適切な管理の下で利用することを「復興再生利用」といいます。

原発事故による影響が最も深刻であった福島の皆様に、これ以上の負担を生じさせないようにすることなども踏まえ、中間貯蔵開始後30年以内に、福島県内の除去土壌等を県外で最終処分すること等を法律に規定しています。
県外最終処分に向けては、最終処分量を低減することが鍵であり、復興再生利用を進めることが極めて重要です。

復興は道半ばという状況の中で、よりよい福島と日本の未来のために、地域に根ざして事業を営む企業の皆様にも、除去土壌等の県外最終処分・復興再生利用について、ともに考えていただければ幸いです。

「福島、その先の環境へ」のリンクを掲載
https://kankyosaisei.env.go.jp/next/
「復興再生利用を積極的に進めます！」（リーフレット）のリンクを掲載
　　https://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/recycling/fukkosaiseiriyo/pdf/fukkosaiseiriyo_leaflet_print.pdf?260414

また、環境省では、福島の復興や復興再生利用の現状等について、実際の現場を見て、聞いて、考えていただくため、中間貯蔵施設等を訪れる現地見学会を開催しています。
経営者の皆様の視察や、社員の皆様の学びの機会としても、ぜひご活用いただけると幸いです。

「現地見学会」のリンクを掲載
　https://kankyosaisei.env.go.jp/next/recycle/opentour/#map1
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